
日本の超高層集合住宅事例の全体計画と共用空間・施設計画の特性と変化
－ 1990 年以降の建築系月刊誌に掲載の事例を通して－

The Characteristics and Change of General Planning & Design and Common Space & 
Facilities of Super High-rise Apartments in Japan

－ Trough the Actual Projects Placed in the Architectual Monthly Magazine.after 1990 －

１．背景・目的

　1990年初頭のバブル経済の崩壊により、わが国の経

済は大打撃を受けたが、その中で起きた地価の下落によ

り、超高層集合住宅は「一般人にも手が届く都心立地の

住宅」を実現する手段として、急㏿に建設が進んだ。ま

た、2000年前後より免震構㐀やパッシブ制震構㐀の技術

が、コストも含め超高層集合住宅にも適用しうる域に達

し、更にこの建設を加㏿した。

　そもそも超高層集合住宅は、住宅として際立った特性

を様々有し注１）、高層性（眺望）の受容、垂直性（構㐀重

要性）の克服、高密性（高地価立地の可能性）の活用によっ

て、都市中心地の利便性の高い住宅として定着してきた。

2000年前後からは、新構㐀技術、地価下落による需要層

の拡大の中で建設が進んだと理解できる。

　本稿は、このような社会環境の変化の中で、超高層集

合住宅の計画手法や技術がどのような変化を遂げてきた

かを明らかにすることを目的とする。なお本稿は、文献

1)に更に分析を加え、大幅に加筆したものである。また、

超高層集合住宅の定義は「地上20階以上」文２とした。

　ところで、わが国の超高層集合住宅の計画実態に係わ

る研究はしばしば報告されている。例えば、青木ら文３は、

1981～ 1993 年に防災計画書に建物用途が「共同住宅」と

して提出された170事例により、計画特性を明らかにした。

森本ら文４は、東京中心部に立地し、1989年度から2010年

度末までに竣工した99棟の事例を対象に、立地や敷地と

計画諸元との関係を明らかにした。花里ら文５は、2007年

中の民間分譲マンションの販売データをもとに、住戸平

面や基準階平面の特性を明らかにしている。また、共用

空間・施設については、高井が文献２)６)７)で紹介し

ている。しかしながら、これらはいずれも経年変化の視

点では分析されていない。

２．研究の対象と方法

　1990～ 2014年に刊行の近代建築と新建築に掲載された

151事例・170棟を分析対象とし、これら紙面以外に分譲

パンフレット等から情報を得た。なお、もとより分析対

象とした事例は、実際に供給されてきた事例の特性を推

定するためのものではなく、月刊誌編集者やそこに情報
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提供する設計者のフルターを㏻した、外部紹介する

に್する事例⩌という⨨࡙けである。

㸱．対象事例の特性

�1�ᇶ本特性

　ᡤᅾ地（ᅗ１）では東京都、竣工年（ᅗ２）では2003

～ 2009年がከい。竣工年はඛ㏙の㏻り、地価の下落ᮇ

のᙳ㡪が大きいと⪃えられる。なお本研究でᢅう事例は、

実際に供給されている≧ἣ文㸶にẚ、やや上グのᮇに

集中しているきらいはあるが、大きなᕪはない。以下、

竣工年を「～2005」と「200�～」に分け、これを分析ᣦ

ᶆの一つとする。

���建築ᙧែ

　⥲戸ᩘ（ᅗ３）では「200戸～」が᭱もከいが、近年大

つᶍ化のഴྥがぢられる。以下、戸ᩘを「～399戸」と「400

戸～」に分け、これも事例యの⥲戸ᩘや住棟の戸ᩘの

ᙧでྛ事例のつᶍを⾲す分析ᣦᶆとする。

　住棟ᙧ態のタࣉ（ᅗ４）では༢棟ᆺの㸿１と㹀１が

ከいが、近年これらはややቑ加ഴྥにある。なお、これ

を⥲戸ᩘとの関係（ᅗ５）でぢると、大つᶍな事例にな

ると㸿３、㹀３や㹀４などの」ᩘ棟のᙧ態をとる事例が

ከくなる。なお、㸿２と㹀２は㛤Ⓨ事ᴗでᚑ前地ᶒ者

用住宅を超高層棟とูに計画するሙ合にしばしばぢられ

るが、事例ᩘはከくない。また、㹀５は住宅ᖏ施設や

ᗑ⯒をู棟にするሙ合、㹀６は都心の࢜フスࣅル事ᴗ

等の住宅⨨義ົのሙ合にぢられるが、後者はᑠつᶍで

は㹀２、大つᶍでは」ᩘ敷地となるഴྥがある。

　一᪉、住棟の階ᩘ（ᅗ６）では、環境ࢭス࣓ントの

対象外である100㹫以下となる30階前後がẚ㍑的ከいが、

య的に近年高層化のഴྥがぢられる。またᙜ↛のこと

ではあるが、高層の住棟ど戸ᩘがቑ加することが☜ㄆ

できた（ᅗ７）。

　以上から、近年、༢棟ᆺの大つᶍかつより高層の住宅

がቑえるഴྥがぢられた。これら３ᣦᶆは、敷地の面✚・

ᅗ㸲�住Ჷᙧែのࣉࢱ㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧ὀ㸲㸧

ᅗ㸱�⥲ᡞᩘ㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧ὀ㸱㸧

ᅗ㸳�住Ჷᙧែのࣉࢱ㸦⥲ᡞᩘෆヂ㸧

ᅗ１�ᡤᅾᆅ ᅗ２�❹ᕤ年ὀ２㸧
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容✚⋡・需要の大きさと」㞧に⤡ࡴが、2002年の建築基

準法ᨵṇにおいてᩳ⥺制㝈等の⦆᮲௳としてኳ空⋡（༢

棟ᆺの高層化が有利）が┒り㎸まれたことや、より高層

化をಁす免震構㐀・制震構㐀などの技術の㛤Ⓨが進んだ

ことも大きくᙳ㡪していると⪃えられる。（後㏙）

���空間ᙧែ

　基準階平面のタࣉ（ᅗ㸶）としては、以前からわが

国の超高層集合住宅ではࢭンターコᆺと࣎ドᆺがከ

くぢられるが、近年࣎ドᆺがቑ加ഴྥにある。この基

準階平面のタࣉを、住棟の戸ᩘとの関係（ᅗ㸷）でぢ

ると、࣎ドᆺには戸ᩘのከい事例がከい。つまり、近

年の大つᶍ化に対ᛂする手段として、高層化と共に、ከ

くの住戸ᩘを実現する（外࿘㛗の大きい）࣎ドᆺがよ

り㑅ᢥされるഴྥがあると⪃えられる。

　共用空間・施設のಖ有⋡（ᅗ10）については、ከ様な

共用空間・施設を有する事例がከくぢられた。ただし

ᅇ事例をᢳ出したのが計画・ព⣔の月刊誌であり、外

部から高くホ価されるとᮇᚅされた、いわばពḧసがከ

くᢳ出されていると⪃えられるので、超高層集合住宅

యの平ᆒ್はこれをᑡしりᘬいて⪃えるᚲ要はあろう。

　ಖ有⋡の高い共用空間・施設としては、超高層の特性（⾲

１の高層性）を活かした「ᒎ望ࣛ࢘ンࢪ」「ࢤストルー࣒（᮶

ᐈも眺望をᴦしࡴことができる）」がከい。また、共用空間・

施設の基本である「集会ᐊ・ከ目的ᐊ」があまりከくな

いが、これは用途とව用しているࢣースがあるためと

⪃えられる。

　これら施設を、経年変化の視点（ᅗ11）から着目する

と、「集会ᐊ・ከ目的ᐊ」がῶᑡし、「キッࢬルー࣒」「ࣛ

防㡢ᐊ・࣒タールーシ」「࣒ルーブࣛࣜー㸩スタデ

等」「パーࢸールー࣒」などの、ಶ人や特定のぶしい௰

間と間をすࡈす施設がቑ加してきている。ゝいえる

と、ᒃ住者間のコࢸࢽ࣑ࣗᙧᡂにᐤする施設から、

ಶ人や௰間とのᴦしࡳに係わる施設の⛣行が進んでき

たとぢることができる。

　なお、「大地の代᭰手段」として᫇からしばしば計画さ

れてきた「中間階බᅬ」はあまり✚ᴟ的に計画されてお

らず、これよりも「ᒇ上ᗞᅬ」がከくぢられる。ᒇ上ᗞ

ᅬは空間的なṚゅとなり防≢上ල合とのᣦが以前か

らあるが、防≢࣓ࣛ࢝などのࢭキࣜࢸᶵჾのᬑཬによ

りこのၥ㢟は大きな㞀ᐖとなっていないようだ。

　共用空間・施設のಖ有⋡を住棟の戸ᩘとの関係（ᅗ12）

でぢると、戸ᩘに関係なく設⨨されるものに「集会ᐊ・

ከ目的ᐊ」「フットࢿス」がある。また戸ᩘのቑ加にᛂ

・࣒タールーシ」「࣒ルーࢬキッ」設⨨されるものにࡌ

防㡢ᐊ等」「パーࢸールー࣒」「ࣛ࢘ンࢪ」「ᒎ望ࣛ࢘ンࢪ」

があり、これらはいわば㑅ᢥ的な㨩ຊ施「࣒ストルーࢤ」

ᅗ㸶�住Ჷのᇶ‽㝵ᖹ㠃のࣉࢱ㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧ᅗ㸴�住Ჷの㝵ᩘ㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧

ᅗ㸵�住Ჷの㝵ᩘ㸦住Ჷᡞᩘෆヂ㸧 ᅗ㸷�住Ჷのᇶ‽㝵ᖹ㠃のࣉࢱ㸦住Ჷᡞᩘෆヂ㸧
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ᅗ 11�共用空間・施設のಖ᭷⋡の⤒年変化㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧

ᅗ 10�共用空間・施設のಖ᭷⋡㸦㹌㸻 1�0㸧

ᅗ 1��共用空間・施設のಖ᭷⋡の⤒年変化㸦住Ჷᡞᩘෆヂ㸧

設とゝうことができるだろう。

���㥔㌴ሙ計画

　高層高密な計画がồめられる超高層集合住宅において、

大きなࣗࣜ࣎ー࣒をᚲ要とする㥔㌴ሙの計画は容᫆では

ない。「１�ู棟」注５）と「２�地下階」は、敷地にవ⿱が

あるሙ合は可能であるが、これが㞴しいሙ合に「４㸬࣎

と「５㸬住「（以下㹒㹎と␎す）ࢢドෆタワーパーキン

棟外࿘㹒㹎」がわれる。ࡕなࡳに、ᅗ15は「４㸬࣎

ドෆ㹒㹎」の、ᅗ1�は「５㸬住棟外࿘㹒㹎」のලయ例で

あり、ᅗ13からこれらが近年よくわれるようになった

設計手法であることがわかる。

　しかし、この２つのタࣉは住棟の戸ᩘ（ᅗ12）との

関係からḟのことがわかる。ඛ㏙の㏻り、戸ᩘがከい事

例では࣎ドᆺがከくなるが、特にᨭ㞀がないሙ合、㥔

㌴ሙはこの中に㹒㹎をᤄධするᙧで設⨨される。一᪉、

戸ᩘがẚ㍑的ᑡない事例は、ࢭンターコᆺ・中ᗯ下ᆺ・

∦ᗯ下ᆺとなる。このሙ合で敷地のవ⿱がなく「１㸬ู

棟」「２㸬地下階」を実現できないሙ合は、住棟外࿘㹒㹎

のᙧ態をྲྀらࡊるを得なくなる。このの㹒㹎の⨨は、

࿘㎶建物からの視⥺を㐽る⨨、住戸に適しない᪉（

ഃ）、㹒㹎の１㹄の⮬ື㌴のࢭࢡスのしやすさ等の要

ᅉでỴまると⪃えられる。ᅗ1�はそのලయ例である。

���住Ჷのᵓ㐀ᙧᘧ

　免震構㐀・制震構㐀の技術としては᫇からあるが、免

震構㐀が超高層建築に適用されるようになったのは1990

年代༙ば、制震構㐀にప㝆అ点㗰ࢲンパーや⢓性制震ቨ

などのパッシブᆺの技術࣓ࣗࢽーが加わったのは近年で

あり、これらが超高層集合住宅の高層化を更に加㏿して

きた。
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ᅗ 11�共用空間・施設のಖ᭷⋡の⤒年変化㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧

ᅗ 10�共用空間・施設のಖ᭷⋡㸦㹌㸻 1�0㸧

ᅗ 1��共用空間・施設のಖ᭷⋡の⤒年変化㸦住Ჷᡞᩘෆヂ㸧

設とゝうことができるだろう。

���㥔㌴ሙ計画

　高層高密な計画がồめられる超高層集合住宅において、

大きなࣗࣜ࣎ー࣒をᚲ要とする㥔㌴ሙの計画は容᫆では

ない。「１�ู棟」注５）と「２�地下階」は、敷地にవ⿱が

あるሙ合は可能であるが、これが㞴しいሙ合に「４㸬࣎

と「５㸬住「（以下㹒㹎と␎す）ࢢドෆタワーパーキン

棟外࿘㹒㹎」がわれる。ࡕなࡳに、ᅗ15は「４㸬࣎

ドෆ㹒㹎」の、ᅗ1�は「５㸬住棟外࿘㹒㹎」のලయ例で

あり、ᅗ13からこれらが近年よくわれるようになった

設計手法であることがわかる。

　しかし、この２つのタࣉは住棟の戸ᩘ（ᅗ12）との

関係からḟのことがわかる。ඛ㏙の㏻り、戸ᩘがከい事

例では࣎ドᆺがከくなるが、特にᨭ㞀がないሙ合、㥔

㌴ሙはこの中に㹒㹎をᤄධするᙧで設⨨される。一᪉、

戸ᩘがẚ㍑的ᑡない事例は、ࢭンターコᆺ・中ᗯ下ᆺ・

∦ᗯ下ᆺとなる。このሙ合で敷地のవ⿱がなく「１㸬ู

棟」「２㸬地下階」を実現できないሙ合は、住棟外࿘㹒㹎

のᙧ態をྲྀらࡊるを得なくなる。このの㹒㹎の⨨は、

࿘㎶建物からの視⥺を㐽る⨨、住戸に適しない᪉（

ഃ）、㹒㹎の１㹄の⮬ື㌴のࢭࢡスのしやすさ等の要

ᅉでỴまると⪃えられる。ᅗ1�はそのලయ例である。

���住Ჷのᵓ㐀ᙧᘧ

　免震構㐀・制震構㐀の技術としては᫇からあるが、免

震構㐀が超高層建築に適用されるようになったのは1990

年代༙ば、制震構㐀にప㝆అ点㗰ࢲンパーや⢓性制震ቨ

などのパッシブᆺの技術࣓ࣗࢽーが加わったのは近年で

あり、これらが超高層集合住宅の高層化を更に加㏿して

きた。
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ὀ

1) 超高層集合住宅の特性は、⾲ 1のようにᩚ理できる。

2) 」ᩘ棟から構ᡂされるሙ合、᭱も᪩く竣工した住棟の竣工年

とした。

3) つᶍは本᮶ᘏᗋ面✚をᣦᶆとするのが適ษであろうが、ప層

階に住宅以外の用途があるሙ合は住宅のつᶍを るᣦᶆとなら

ず、また住宅部分のࡳのᘏᗋ面✚が♧されている事例がᑡない

ため、ここでは戸ᩘをつᶍのᑻ度とした。

4) 一య的に計画されたሙ合も、建物間にබ㐨があればู事例と

した。

5) 本研究では、「１� ู棟」に、ప層の㥔㌴ሙ棟を設けるᙧ態と、

地面に⥺をᘬいて㥔㌴ሙとするᙧ態のつを含めた。

�) 」ᩘの「⨨・ᙧ態」を用いたሙ合は、ྎᩘのከい᪉とした。

ཧ⪃ᩥ⊩

1) 高井宏之：1990 年以㝆の事例のయ計画と共用空間・施設の

変化の≧ἣ㸫わが国の超高層集合住宅の計画特性に関する研究

　その１㸫、建築学会東ᾏᨭ部研究報告集 (54)、33�4�9�472、

201�

2) 高井宏之：超高層集合住宅の空間構ᡂに関する計画ㄽ的研究、博士

学ㄽ文、1992

3) 青木ග之、服部ᒲ⏕：高層・超高層住宅の一般階における共用空間

の実態 � 高層・超高層集合住宅の共用空間構ᡂ ( その 1)、᪥本建

築学会計画⣔ㄽ文集 (512)、SS�79�84、1998

4) 森本ಟᘺ、ᐑ本文人：東京都中心部における都市㛤Ⓨ諸制度と超

高層集合住宅の㓄⨨計画、᪥本建築学会計画⣔ㄽ文集 81(719)、

SS�1�10、201�

5) 花里ಇᘅ、బ々木ㄔ、⠛ᓮṇᙪ、ᒣᓮさࡺり：超高層分譲マンショ

ンの住戸平面計画およࡧ住棟計画上の特ᚩ、᪥本建築学会計画⣔ㄽ

文集 75(�52)、SS�1329�1338、2010

�) 高井宏之：超高層マンションの共用施設とࢧーࣅス、マンション学、

➨ 20 ྕ、SS�30�33、2004

7) 高井宏之：マンションの共用施設の設⨨ືྥとㄢ㢟、マンション学、

➨ 28 ྕ、SS�35�41、2007

8) ື⏘経済研究ᡤ：超高層マンション市ሙືྥ 竣工࣋ース、2014

年 4 月

9) 高井宏之、➉㤿Ὀ一：超高層集合住宅㸫都市をᨭえる立యコ࣑ࣗ

、ン、SS�4��47、ᙲ国社ࢨ現代集合住宅のデࡴ事例でㄞ、ࢸࢽ

2004

10) シࢸタワー㯞ᕸ༑␒、近代建築 2009 年 12 月ྕ

11) パーࢡタワーရᕝ࣋ワード、近代建築 2004 年３月ྕ

12)  ື ⏘ ᗈ 告 ࢧ  ト KWWS���ZZZ�OXFODV�FR�MS�HV�

VDOH�200000000�55317

13) 高井宏之、ᚿ手ဏ✑：ㄪᰝのᴫ要とయ計画の特性㸫近年のྎ市・

新市の超高層住宅事例の特性に関する研究 その 1 㸫、᪥本建築

学会東ᾏᨭ部研究報告集 (54)、SS��1�4�4、201�

14) ᚿ手ဏ✑、高井宏之：共用空間・施設の特性とලయ例㸫近年のྎ

市・新市の超高層住宅事例の特性に関する研究 その 2、᪥本

建築学会東ᾏᨭ部研究報告集 (54)、SS�4�5�4�8、201�

　また、近年では上グの㹒㹎と住棟の間に࢜ルࢲンパー

をᤄධするデも⏕まれ、より技術も高度化してき

た。ᅗ15はそのලయ例でもある。

㸲．ࡲとࡵとᒎᮃ

　య計画の特性は、近年༢棟ᆺの大つᶍかつより高層

の住宅がቑえるഴྥがぢられた。基準階平面のタࣉと

してはࢭンターコᆺと࣎ドᆺがከく、大つᶍ化の中

でᚎ々に࣎ドᆺにシフトしてきていた。

　共用空間・施設はᒃ住者間のコࢸࢽ࣑ࣗᙧᡂにᐤ

する施設から、ಶ人や௰間とのᴦしࡳに係わる施設の

⛣行が進んできた。㥔㌴ሙ計画と構㐀ᙧᘧは技術の進化

の中で近年大きく変化を遂げていた。

　ಶ人的には、1990年代༙ばに超高層集合住宅の計画に

係わったが文10、ᙜは共用空間・施設の実現⮬యにࣁー

ドルの高さをឤࡌた。ᅇはその後の計画の定着と特性

を☜ㄆできたが、住宅デࣟ࣋ッパーによる需要者の㉎㈙

ពḧ高ᥭをࡡらいとした⳹さのッồとの関㐃性もྰ定

できず、┿にᒃ住者にとっての⏕活価್提ྥ上につながっ

ているかは☜ㄆできていない。空間利用のルールも含め

たᒃ住者のホ価や利用実態のㄪᰝを㋃まえ、初めてこの

ような計画のホ価がᚲ要であろう。

　一᪉、ᾏ外の超高層集合住宅をぢると、ᅗ10に♧した

ような共用空間・施設を有する事例はከくぢられる文13・14

が、そのලయ的な計画ෆ容はわが国の事例と␗なってい

る部分がᑡなくない。ྛ国・地域のࣛフスタルも含

めた社会との関係をㄞࡳ解くことは、わが国の超高層集

合住宅のあり᪉を⪃える上でのࣄントにつながるであろ

う。

超高層集合住宅の特性 

影響 

プ
ラ
ス 

マ
イ
ナ
ス 

住
戸
・
住
棟
レ
ベ
ル 

高層性 自然環境の変化 日当たり 
風の強さ 

○  
○ 

視覚的環境の変化 眺望 
高所恐怖 
心理的刺激量の減少 

○  
○ 
○ 

その他環境の変化 騒音の大きさ 
屋外への日常的距離拡大 
屋外への避難時距離拡大 

 ○ 
○ 
○ 

垂直性 上下階の拘束性 縦動線の負荷増大 
構㐀の重要性拡大 
縦方向設備の負荷増大 

 ○ 
○ 
○ 

大規模性 計画要素の増大 共用空間・施設の確保 
用途の多様化・複合化 

○ 
○ 

 
○ 

集積効果の拡大 共用施設設置の負担低下 
設備ｼｽﾃﾑ設置の負担低
下 
建設の効率性向上 

○ 
○ 
○ 

 

相互認識度低下 防犯性能の低下 
相互無関心の加㏿ 

 ○ 
○ 閉鎖性 

心理的ストレスの増大  ○ 
高密性 物理的距離の減少 住戸間の騒音影響拡大  ○ 

団
地
・
都
市
レ
ベ
ル 

高層性 視覚的影響の拡大 圧迫感 
ランドマーク性 
シンボル性 

 
○ 
○ 

○ 

その他環境面への 
影響 

日影 
電波障害 
風害 

 ○ 
○ 
○ 

垂直性 低建幣率 オープンスペース確保 ○  
大規模性 都市インフラへの 

負荷増大 
交通量 
生活環境施設 
生活利便施設 
公共生活サ－ビス 

 ○ 
○ 
○ 
○ 

閉鎖性 周辺地域から遊離 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ ｷ ﾞ ｬ ｯ ﾌ ﾟ   ○ 

高密性 地価負担力大 価格・家賃の低廉化 
高地価立地の可能性拡大 

○ 
○ 
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1) 超高層集合住宅の特性は、⾲ 1のようにᩚ理できる。

2) 」ᩘ棟から構ᡂされるሙ合、᭱も᪩く竣工した住棟の竣工年

とした。

3) つᶍは本᮶ᘏᗋ面✚をᣦᶆとするのが適ษであろうが、ప層

階に住宅以外の用途があるሙ合は住宅のつᶍを るᣦᶆとなら

ず、また住宅部分のࡳのᘏᗋ面✚が♧されている事例がᑡない

ため、ここでは戸ᩘをつᶍのᑻ度とした。
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した。
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�) 」ᩘの「⨨・ᙧ態」を用いたሙ合は、ྎᩘのከい᪉とした。
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をᤄධするデも⏕まれ、より技術も高度化してき
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　య計画の特性は、近年༢棟ᆺの大つᶍかつより高層

の住宅がቑえるഴྥがぢられた。基準階平面のタࣉと

してはࢭンターコᆺと࣎ドᆺがከく、大つᶍ化の中

でᚎ々に࣎ドᆺにシフトしてきていた。

　共用空間・施設はᒃ住者間のコࢸࢽ࣑ࣗᙧᡂにᐤ

する施設から、ಶ人や௰間とのᴦしࡳに係わる施設の

⛣行が進んできた。㥔㌴ሙ計画と構㐀ᙧᘧは技術の進化

の中で近年大きく変化を遂げていた。

　ಶ人的には、1990年代༙ばに超高層集合住宅の計画に

係わったが文10、ᙜは共用空間・施設の実現⮬యにࣁー

ドルの高さをឤࡌた。ᅇはその後の計画の定着と特性

を☜ㄆできたが、住宅デࣟ࣋ッパーによる需要者の㉎㈙

ពḧ高ᥭをࡡらいとした⳹さのッồとの関㐃性もྰ定

できず、┿にᒃ住者にとっての⏕活価್提ྥ上につながっ

ているかは☜ㄆできていない。空間利用のルールも含め

たᒃ住者のホ価や利用実態のㄪᰝを㋃まえ、初めてこの

ような計画のホ価がᚲ要であろう。

　一᪉、ᾏ外の超高層集合住宅をぢると、ᅗ10に♧した

ような共用空間・施設を有する事例はከくぢられる文13・14

が、そのලయ的な計画ෆ容はわが国の事例と␗なってい

る部分がᑡなくない。ྛ国・地域のࣛフスタルも含

めた社会との関係をㄞࡳ解くことは、わが国の超高層集

合住宅のあり᪉を⪃える上でのࣄントにつながるであろ

う。
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提供する設計者のフルターを㏻した、外部紹介する

に್する事例⩌という⨨࡙けである。

㸱．対象事例の特性

�1�ᇶ本特性

　ᡤᅾ地（ᅗ１）では東京都、竣工年（ᅗ２）では2003

～ 2009年がከい。竣工年はඛ㏙の㏻り、地価の下落ᮇ

のᙳ㡪が大きいと⪃えられる。なお本研究でᢅう事例は、

実際に供給されている≧ἣ文㸶にẚ、やや上グのᮇに

集中しているきらいはあるが、大きなᕪはない。以下、

竣工年を「～2005」と「200�～」に分け、これを分析ᣦ

ᶆの一つとする。

���建築ᙧែ

　⥲戸ᩘ（ᅗ３）では「200戸～」が᭱もከいが、近年大

つᶍ化のഴྥがぢられる。以下、戸ᩘを「～399戸」と「400

戸～」に分け、これも事例యの⥲戸ᩘや住棟の戸ᩘの

ᙧでྛ事例のつᶍを⾲す分析ᣦᶆとする。

　住棟ᙧ態のタࣉ（ᅗ４）では༢棟ᆺの㸿１と㹀１が

ከいが、近年これらはややቑ加ഴྥにある。なお、これ

を⥲戸ᩘとの関係（ᅗ５）でぢると、大つᶍな事例にな

ると㸿３、㹀３や㹀４などの」ᩘ棟のᙧ態をとる事例が

ከくなる。なお、㸿２と㹀２は㛤Ⓨ事ᴗでᚑ前地ᶒ者

用住宅を超高層棟とูに計画するሙ合にしばしばぢられ

るが、事例ᩘはከくない。また、㹀５は住宅ᖏ施設や

ᗑ⯒をู棟にするሙ合、㹀６は都心の࢜フスࣅル事ᴗ

等の住宅⨨義ົのሙ合にぢられるが、後者はᑠつᶍで

は㹀２、大つᶍでは」ᩘ敷地となるഴྥがある。

　一᪉、住棟の階ᩘ（ᅗ６）では、環境ࢭス࣓ントの

対象外である100㹫以下となる30階前後がẚ㍑的ከいが、

య的に近年高層化のഴྥがぢられる。またᙜ↛のこと

ではあるが、高層の住棟ど戸ᩘがቑ加することが☜ㄆ

できた（ᅗ７）。

　以上から、近年、༢棟ᆺの大つᶍかつより高層の住宅

がቑえるഴྥがぢられた。これら３ᣦᶆは、敷地の面✚・

ᅗ㸲�住Ჷᙧែのࣉࢱ㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧ὀ㸲㸧

ᅗ㸱�⥲ᡞᩘ㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧ὀ㸱㸧

ᅗ㸳�住Ჷᙧែのࣉࢱ㸦⥲ᡞᩘෆヂ㸧

ᅗ１�ᡤᅾᆅ ᅗ２�❹ᕤ年ὀ２㸧
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容✚⋡・需要の大きさと」㞧に⤡ࡴが、2002年の建築基

準法ᨵṇにおいてᩳ⥺制㝈等の⦆᮲௳としてኳ空⋡（༢

棟ᆺの高層化が有利）が┒り㎸まれたことや、より高層

化をಁす免震構㐀・制震構㐀などの技術の㛤Ⓨが進んだ

ことも大きくᙳ㡪していると⪃えられる。（後㏙）

���空間ᙧែ

　基準階平面のタࣉ（ᅗ㸶）としては、以前からわが

国の超高層集合住宅ではࢭンターコᆺと࣎ドᆺがከ

くぢられるが、近年࣎ドᆺがቑ加ഴྥにある。この基

準階平面のタࣉを、住棟の戸ᩘとの関係（ᅗ㸷）でぢ

ると、࣎ドᆺには戸ᩘのከい事例がከい。つまり、近

年の大つᶍ化に対ᛂする手段として、高層化と共に、ከ

くの住戸ᩘを実現する（外࿘㛗の大きい）࣎ドᆺがよ

り㑅ᢥされるഴྥがあると⪃えられる。

　共用空間・施設のಖ有⋡（ᅗ10）については、ከ様な

共用空間・施設を有する事例がከくぢられた。ただし

ᅇ事例をᢳ出したのが計画・ព⣔の月刊誌であり、外

部から高くホ価されるとᮇᚅされた、いわばពḧసがከ

くᢳ出されていると⪃えられるので、超高層集合住宅

యの平ᆒ್はこれをᑡしりᘬいて⪃えるᚲ要はあろう。

　ಖ有⋡の高い共用空間・施設としては、超高層の特性（⾲

１の高層性）を活かした「ᒎ望ࣛ࢘ンࢪ」「ࢤストルー࣒（᮶

ᐈも眺望をᴦしࡴことができる）」がከい。また、共用空間・

施設の基本である「集会ᐊ・ከ目的ᐊ」があまりከくな

いが、これは用途とව用しているࢣースがあるためと

⪃えられる。

　これら施設を、経年変化の視点（ᅗ11）から着目する

と、「集会ᐊ・ከ目的ᐊ」がῶᑡし、「キッࢬルー࣒」「ࣛ

防㡢ᐊ・࣒タールーシ」「࣒ルーブࣛࣜー㸩スタデ

等」「パーࢸールー࣒」などの、ಶ人や特定のぶしい௰

間と間をすࡈす施設がቑ加してきている。ゝいえる

と、ᒃ住者間のコࢸࢽ࣑ࣗᙧᡂにᐤする施設から、

ಶ人や௰間とのᴦしࡳに係わる施設の⛣行が進んでき

たとぢることができる。

　なお、「大地の代᭰手段」として᫇からしばしば計画さ

れてきた「中間階බᅬ」はあまり✚ᴟ的に計画されてお

らず、これよりも「ᒇ上ᗞᅬ」がከくぢられる。ᒇ上ᗞ

ᅬは空間的なṚゅとなり防≢上ල合とのᣦが以前か

らあるが、防≢࣓ࣛ࢝などのࢭキࣜࢸᶵჾのᬑཬによ

りこのၥ㢟は大きな㞀ᐖとなっていないようだ。

　共用空間・施設のಖ有⋡を住棟の戸ᩘとの関係（ᅗ12）

でぢると、戸ᩘに関係なく設⨨されるものに「集会ᐊ・

ከ目的ᐊ」「フットࢿス」がある。また戸ᩘのቑ加にᛂ

・࣒タールーシ」「࣒ルーࢬキッ」設⨨されるものにࡌ

防㡢ᐊ等」「パーࢸールー࣒」「ࣛ࢘ンࢪ」「ᒎ望ࣛ࢘ンࢪ」

があり、これらはいわば㑅ᢥ的な㨩ຊ施「࣒ストルーࢤ」
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設とゝうことができるだろう。

���㥔㌴ሙ計画

　高層高密な計画がồめられる超高層集合住宅において、

大きなࣗࣜ࣎ー࣒をᚲ要とする㥔㌴ሙの計画は容᫆では

ない。「１�ู棟」注５）と「２�地下階」は、敷地にవ⿱が

あるሙ合は可能であるが、これが㞴しいሙ合に「４㸬࣎

と「５㸬住「（以下㹒㹎と␎す）ࢢドෆタワーパーキン

棟外࿘㹒㹎」がわれる。ࡕなࡳに、ᅗ15は「４㸬࣎

ドෆ㹒㹎」の、ᅗ1�は「５㸬住棟外࿘㹒㹎」のලయ例で

あり、ᅗ13からこれらが近年よくわれるようになった

設計手法であることがわかる。

　しかし、この２つのタࣉは住棟の戸ᩘ（ᅗ12）との

関係からḟのことがわかる。ඛ㏙の㏻り、戸ᩘがከい事

例では࣎ドᆺがከくなるが、特にᨭ㞀がないሙ合、㥔

㌴ሙはこの中に㹒㹎をᤄධするᙧで設⨨される。一᪉、

戸ᩘがẚ㍑的ᑡない事例は、ࢭンターコᆺ・中ᗯ下ᆺ・

∦ᗯ下ᆺとなる。このሙ合で敷地のవ⿱がなく「１㸬ู

棟」「２㸬地下階」を実現できないሙ合は、住棟外࿘㹒㹎

のᙧ態をྲྀらࡊるを得なくなる。このの㹒㹎の⨨は、

࿘㎶建物からの視⥺を㐽る⨨、住戸に適しない᪉（

ഃ）、㹒㹎の１㹄の⮬ື㌴のࢭࢡスのしやすさ等の要

ᅉでỴまると⪃えられる。ᅗ1�はそのලయ例である。

���住Ჷのᵓ㐀ᙧᘧ

　免震構㐀・制震構㐀の技術としては᫇からあるが、免

震構㐀が超高層建築に適用されるようになったのは1990

年代༙ば、制震構㐀にప㝆అ点㗰ࢲンパーや⢓性制震ቨ

などのパッシブᆺの技術࣓ࣗࢽーが加わったのは近年で

あり、これらが超高層集合住宅の高層化を更に加㏿して

きた。

44.1 
27.1 

20.0 
12.9 

28.2 
35.3 

12.9 
30.0 

2.4 
42.9 

10.0 
57.1 

4.1 
22.9 

55.9 
4.7 

50.6 

0% 20% 40% 60% 80%

㞟ᐊ䞉ከ┠ⓗᐊ

䜻䝑䝈䝹䞊䝮

䝷䜲䝤䝷䝸䞊䠇䡹䡼䡿䢚䡤䢕䡬䢍

㆟ᐊ

䝅䜰䝍䞊䝹䞊䝮䞉㜵㡢ᐊ➼

䝣䜱䝑䝖䝛䝇

䝇䝟䞉䝥䞊䝹

䝟䞊䝔䜱䞊䝹䞊䝮

䜻䝑䝏䞁䝹䞊䝮

䝷䜴䞁䝆

䜹䝣䜵䞉䝎䜲䝙䞁䜾䞉䝞䞊

ᒎᮃ䝷䜴䞁䝆

中㛫㝵බᅬ

ᒇୖᗞᅬ

䝀䝇䝖䝹䞊䝮

ᒃఫ⪅ᑓ⏝䝅䝵䝑䝥

その他

42.3 

20.7 

16.2 

8.1 

18.0 

34.2 

10.8 

20.7 

0.9 

36.0 

6.3 

46.8 

0.9 

23.4 

46.8 

1.8 

32.4 

48.3 

39.7 

27.6 

22.4 

46.6 

37.9 

17.2 

46.6 

5.2 

56.9 

17.2 

75.9 

10.3 

20.7 

72.4 

8.6 

89.7 

0 20 40 60 80 100

㞟ᐊ䞉ከ┠ⓗᐊ

䜻䝑䝈䝹䞊䝮

䝷䜲䝤䝷䝸䞊䠇䡹䡼䡿䢚䡤䢕䡬䢍

㆟ᐊ

䝅䜰䝍䞊䝹䞊䝮䞉㜵㡢ᐊ➼

䝣䜱䝑䝖䝛䝇

䝇䝟䞉䝥䞊䝹

䝟䞊䝔䜱䞊䝹䞊䝮

䜻䝑䝏䞁䝹䞊䝮

䝷䜴䞁䝆

䜹䝣䜵䞉䝎䜲䝙䞁䜾䞉䝞䞊

ᒎᮃ䝷䜴䞁䝆

中㛫㝵බᅬ

ᒇୖᗞᅬ

䝀䝇䝖䝹䞊䝮

ᒃఫ⪅ᑓ⏝䝅䝵䝑䝥

その他

～399戸（111） 400戸～（58）

51.2 

22.6 

14.3 

8.3 

23.8 

36.9 

9.5 

26.2 

1.2 

36.9 

6.0 

56.0 

4.8 

25.0 

46.4 

6.0 

48.8 

37.2 

31.4 

25.6 

17.4 

32.6 

33.7 

16.3 

33.7 

3.5 

48.8 

14.0 

58.1 

3.5 

20.9 

65.1 

3.5 

52.3 

0 20 40 60 80

㞟ᐊ䞉ከ┠ⓗᐊ

䜻䝑䝈䝹䞊䝮

䝷䜲䝤䝷䝸䞊䠇䡹䡼䡿䢚䡤䢕䡬䢍

㆟ᐊ

䝅䜰䝍䞊䝹䞊䝮䞉㜵㡢ᐊ➼

䝣䜱䝑䝖䝛䝇

䝇䝟䞉䝥䞊䝹

䝟䞊䝔䜱䞊䝹䞊䝮

䜻䝑䝏䞁䝹䞊䝮

䝷䜴䞁䝆

䜹䝣䜵䞉䝎䜲䝙䞁䜾䞉䝞䞊

ᒎᮃ䝷䜴䞁䝆

中㛫㝵බᅬ

ᒇୖᗞᅬ

䝀䝇䝖䝹䞊䝮

ᒃఫ⪅ᑓ⏝䝅䝵䝑䝥

その他

～2005（84） 2006～（86）

住宅系研究報告会論文集11　日本建築学会　2016.12

－ 14 －



容✚⋡・需要の大きさと」㞧に⤡ࡴが、2002年の建築基

準法ᨵṇにおいてᩳ⥺制㝈等の⦆᮲௳としてኳ空⋡（༢

棟ᆺの高層化が有利）が┒り㎸まれたことや、より高層

化をಁす免震構㐀・制震構㐀などの技術の㛤Ⓨが進んだ

ことも大きくᙳ㡪していると⪃えられる。（後㏙）

���空間ᙧែ

　基準階平面のタࣉ（ᅗ㸶）としては、以前からわが

国の超高層集合住宅ではࢭンターコᆺと࣎ドᆺがከ

くぢられるが、近年࣎ドᆺがቑ加ഴྥにある。この基

準階平面のタࣉを、住棟の戸ᩘとの関係（ᅗ㸷）でぢ

ると、࣎ドᆺには戸ᩘのከい事例がከい。つまり、近

年の大つᶍ化に対ᛂする手段として、高層化と共に、ከ

くの住戸ᩘを実現する（外࿘㛗の大きい）࣎ドᆺがよ

り㑅ᢥされるഴྥがあると⪃えられる。

　共用空間・施設のಖ有⋡（ᅗ10）については、ከ様な

共用空間・施設を有する事例がከくぢられた。ただし

ᅇ事例をᢳ出したのが計画・ព⣔の月刊誌であり、外

部から高くホ価されるとᮇᚅされた、いわばពḧసがከ

くᢳ出されていると⪃えられるので、超高層集合住宅

యの平ᆒ್はこれをᑡしりᘬいて⪃えるᚲ要はあろう。

　ಖ有⋡の高い共用空間・施設としては、超高層の特性（⾲

１の高層性）を活かした「ᒎ望ࣛ࢘ンࢪ」「ࢤストルー࣒（᮶

ᐈも眺望をᴦしࡴことができる）」がከい。また、共用空間・

施設の基本である「集会ᐊ・ከ目的ᐊ」があまりከくな

いが、これは用途とව用しているࢣースがあるためと

⪃えられる。

　これら施設を、経年変化の視点（ᅗ11）から着目する

と、「集会ᐊ・ከ目的ᐊ」がῶᑡし、「キッࢬルー࣒」「ࣛ

防㡢ᐊ・࣒タールーシ」「࣒ルーブࣛࣜー㸩スタデ

等」「パーࢸールー࣒」などの、ಶ人や特定のぶしい௰

間と間をすࡈす施設がቑ加してきている。ゝいえる

と、ᒃ住者間のコࢸࢽ࣑ࣗᙧᡂにᐤする施設から、

ಶ人や௰間とのᴦしࡳに係わる施設の⛣行が進んでき

たとぢることができる。

　なお、「大地の代᭰手段」として᫇からしばしば計画さ

れてきた「中間階බᅬ」はあまり✚ᴟ的に計画されてお

らず、これよりも「ᒇ上ᗞᅬ」がከくぢられる。ᒇ上ᗞ

ᅬは空間的なṚゅとなり防≢上ල合とのᣦが以前か

らあるが、防≢࣓ࣛ࢝などのࢭキࣜࢸᶵჾのᬑཬによ

りこのၥ㢟は大きな㞀ᐖとなっていないようだ。

　共用空間・施設のಖ有⋡を住棟の戸ᩘとの関係（ᅗ12）

でぢると、戸ᩘに関係なく設⨨されるものに「集会ᐊ・

ከ目的ᐊ」「フットࢿス」がある。また戸ᩘのቑ加にᛂ

・࣒タールーシ」「࣒ルーࢬキッ」設⨨されるものにࡌ

防㡢ᐊ等」「パーࢸールー࣒」「ࣛ࢘ンࢪ」「ᒎ望ࣛ࢘ンࢪ」

があり、これらはいわば㑅ᢥ的な㨩ຊ施「࣒ストルーࢤ」

ᅗ㸶�住Ჷのᇶ‽㝵ᖹ㠃のࣉࢱ㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧ᅗ㸴�住Ჷの㝵ᩘ㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧

ᅗ㸵�住Ჷの㝵ᩘ㸦住Ჷᡞᩘෆヂ㸧 ᅗ㸷�住Ჷのᇶ‽㝵ᖹ㠃のࣉࢱ㸦住Ჷᡞᩘෆヂ㸧

37

5

0

6

7

29

23

7

1

11

7

37

0 20 40 60 80

䝉䞁䝍䞊䝁䜰ᆺ

∦䝁䜰ᆺ

䠵ᆺ

中ᗯୗᆺ

∦ᗯୗᆺ

䝪䜲䝗ᆺ

～2005（84）
2006～（86）

Ჷ

15

21

20

10

11

4

2

1

8

15

21

12

12

11

4

3

0 10 20 30 40 50 60

２䠌䠢～

２６䠢～

３１䠢～

３６䠢～

４１䠢～

４６䠢～

５１䠢～

５６䠢～

～2005（84）
2006～（86）

Ჷ

43

9

0

14

9

36

16

3

1

3

5

30

0 20 40 60 80

䝉䞁䝍䞊䝁䜰ᆺ

∦䝁䜰ᆺ

䠵ᆺ

中ᗯୗᆺ

∦ᗯୗᆺ

䝪䜲䝗ᆺ

～399戸（111）
400戸～（58）

Ჷ

20

31

32

15

10

3

0

0

3

5

8

7

13

12

6

4

0 10 20 30 40 50 60

２䠌䠢～

２６䠢～

３１䠢～

３６䠢～

４１䠢～

４６䠢～

５１䠢～

５６䠢～

～399戸（111）
400戸～（58）

Ჷ

ᅗ 11�共用空間・施設のಖ᭷⋡の⤒年変化㸦❹ᕤ年ෆヂ㸧

ᅗ 10�共用空間・施設のಖ᭷⋡㸦㹌㸻 1�0㸧

ᅗ 1��共用空間・施設のಖ᭷⋡の⤒年変化㸦住Ჷᡞᩘෆヂ㸧

設とゝうことができるだろう。

���㥔㌴ሙ計画

　高層高密な計画がồめられる超高層集合住宅において、

大きなࣗࣜ࣎ー࣒をᚲ要とする㥔㌴ሙの計画は容᫆では

ない。「１�ู棟」注５）と「２�地下階」は、敷地にవ⿱が

あるሙ合は可能であるが、これが㞴しいሙ合に「４㸬࣎

と「５㸬住「（以下㹒㹎と␎す）ࢢドෆタワーパーキン

棟外࿘㹒㹎」がわれる。ࡕなࡳに、ᅗ15は「４㸬࣎

ドෆ㹒㹎」の、ᅗ1�は「５㸬住棟外࿘㹒㹎」のලయ例で

あり、ᅗ13からこれらが近年よくわれるようになった

設計手法であることがわかる。

　しかし、この２つのタࣉは住棟の戸ᩘ（ᅗ12）との

関係からḟのことがわかる。ඛ㏙の㏻り、戸ᩘがከい事

例では࣎ドᆺがከくなるが、特にᨭ㞀がないሙ合、㥔

㌴ሙはこの中に㹒㹎をᤄධするᙧで設⨨される。一᪉、

戸ᩘがẚ㍑的ᑡない事例は、ࢭンターコᆺ・中ᗯ下ᆺ・

∦ᗯ下ᆺとなる。このሙ合で敷地のవ⿱がなく「１㸬ู

棟」「２㸬地下階」を実現できないሙ合は、住棟外࿘㹒㹎

のᙧ態をྲྀらࡊるを得なくなる。このの㹒㹎の⨨は、

࿘㎶建物からの視⥺を㐽る⨨、住戸に適しない᪉（

ഃ）、㹒㹎の１㹄の⮬ື㌴のࢭࢡスのしやすさ等の要

ᅉでỴまると⪃えられる。ᅗ1�はそのලయ例である。

���住Ჷのᵓ㐀ᙧᘧ

　免震構㐀・制震構㐀の技術としては᫇からあるが、免

震構㐀が超高層建築に適用されるようになったのは1990

年代༙ば、制震構㐀にప㝆అ点㗰ࢲンパーや⢓性制震ቨ

などのパッシブᆺの技術࣓ࣗࢽーが加わったのは近年で

あり、これらが超高層集合住宅の高層化を更に加㏿して

きた。
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